






































































































































































12　MünchKomm/Habersack § 766 Rn. 9.
13　これとは異なり、前述の事案の場合、保証人の保証意思自体は明らかなので、書面要件を満たしていると判断しなけれ










































































の点については、최성경「『保証人 保護를 위한 特別法（案）』에 関한 小考」檀国大学校法学論叢30巻2号196頁－197
頁、김판기「『保証人 保護를 위한 特別法』안의 주요内容」法曹56巻5号272頁－273頁。
16　大法院2013年6月27日宣告2013다23372判決。


















































































25　ドイツの法理については、MünchKomm/Habersack § 766 Rn. 21. 韓国の文献として、제철웅「書面에 의한 保証













































































































































































































































































































38　김용담編集代表『注釈民法 債権総則(3)』306頁〔강영수 執筆〕、양경승「継続的 保証債務의 確定과 保証人의 責任」司
法論集50集424頁。
39　前述のⅡ.２.(1)および(3)を参照。
40　法務部（編）『法務部民法改正案債権編』（2004年）105頁－115頁。
Ⅳ．終わりに
　ここまで、2015年に改正された現行民法
の第428条の２（保証の方式）、第428条の３
（根保証）を中心に、韓国民法による保証制
度を日本法を含む外国法と比較して紹介し、
分析した。その際、書面による保証方式に関
し、「保証の意思が保証人の記名捺印または
署名がある書面に表示されなければならない」
という要件を詳細に調べた。この要件は、取
引実務に及ぼす影響が重大であるにもかかわ
らず、個々の事案ごとに判断される余地があ
るので39、今後の判例と学説によってさらに
具体化されなければならない。また、第428
条の３という１つの条文しか置かれていない
根保証については、根保証存続期間の限定と
根保証人の解除権についての規定を新設すべ
きことを提案した。さらに、長期的には、保
証の主体、経緯や目的といった保証の類型に
基づく保証規定の細分化も重要な課題の１つ
であるといえよう。民法典以外の特別法を考
慮しなくても、スイス債務法、オランダ民法
は、保証の類型ごとに適用する規定を有して
おり40、2017年に公布された日本の改正民法
でも、保証の主体（個人、法人）、保証対象
が事業に関する債務であるか否かによって異
なる規定を置いている。すでに広く支持され
ている保証類型の区別は、韓国の現行民法で
も、例えば、債権者の情報提供義務または通
知義務の適用範囲、強行規定とするか否かな
どについて、さらに明確な規定を設けること
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が有益であるため41、長期的、体系的に研究
されなければならないと思われる。
41　保証の類型によって保証人保護が異なることを指摘する見解として、박영복「保証의類型化」民事法学46号（2009年）10頁
－11頁、27頁－33頁。
